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第 1節 中国のアフリカ進出の背景とその経済的要因 
近年、中国とアフリカ大陸（以下、アフリカ）の経済関係強化が指摘されている。とり
わけ、21 世紀に入って以降、3 年ごとに「中国・アフリカ協力フォーラム」（Forum of 
China-Africa Cooperation、略称、FOCAC）が開かれ、世界中から注目が集まっている。
2013 年 3 月に中国の国家主席に着任した習近平氏の初外交訪問先はロシア（22－23 日）、
アフリカのタンザニア（24－25日）、南アフリカ（26－28日）、コンゴ共和国（29－30日）












































区のブロック 6の石油開発権を 1995年 9月に取得したことが中国のアフリカにおける石油
開発の始まりであった。これ以降、中国のアフリカ産原油への依存度は中東に次いで高ま
っている。例えば、2009 年の時点で、アンゴラ、スーダン、リビアといったアフリカ産油

















過去 4年間のアフリカの GDP成長の 3分の 2は、モノやサービスに対する民間消費の急増





多国間繊維取り決め）下における AGOA（African Growth and Opportunity Act、アフリ
カ成長機会法）が誘発した現象が典型的な事例として挙げられる。まず、MFA とは、欧米
諸国が途上国からの低価格繊維・衣料品が流入することを防ぐために、1974 年に生産国に
対して課した輸出数量制限（クォータ）である。対して、AGOA は、2000 年 5 月にアメ
リカ議会で可決された、アメリカ市場へのアフリカ製品優遇措置のことを指す。とりわけ、
                                                   
1 中国海関統計、http://www.cnpc.com.cn/news/ypxx/ypsc/tjsj/yy/201209/20120903_C46.shtml より確認
できる。 




























（海外版）』2014 年 5 月 19 日付の記事「外储 10年涨 10倍须消肿减肥（外貨準備 10 年間
で 10 倍に：水ぶくれ解消とダイエットが必要）」5では、2014 年 3 月末時点で中国の外貨
準備高が 3兆 9500億ドルに達し、これは全世界の外貨準備の約 3分の 1に相当するが、そ
れが必ずしも中国経済に良い結果をもたらすわけではないということが論じられている。




                                                   
3 ITAのホームページ、http://trade.gov/agoa/legislation/index.asp、2014年 6月 1日閲覧。 
4 これ以外に、AGOAを契機とした衣料品輸出の増加がアフリカにおける繊維・衣料品の成長可能性を示 
唆するものとして、福西（2009）が参照になる。 
5 2014年 5月 19日付『人民日報（海外版）』「外储 10年涨 10倍须消肿减肥」、
http://paper.people.com.cn/rmrbhwb/html/2014-05/19/content_1429946.htm、2014年 5月 20日閲覧。 
6 2014年 5月 12日付ロイター「中国の外貨準備、インフレ招きかねない「重荷」＝李克強首相」、





報告 2013』では、中国全土から抽出された 14960 世帯（約 57155 人）を 2010 年と 2012
年に訪問し、彼らの収入の増減を比較した結果、2010 年に比べ 2012 年の中国の家庭にお
ける一人あたりの純収入の平均額は増大しているが、最富裕層（上位 5％）の収入は最貧困





















































































中国の対アフリカ直接投資額（金融分野含まず）は、まずは 2003年から 2006年の 3年間
で 0.75 億ドルから 5.2 億ドルに急増しており、約 600％の伸びを記録している。中国の直
接投資データは 2007 年から金融分野を含んだ形で発表されているが、これについても、
2007年から 2010年の 4年間で、15.7億ドルから 21.1億ドルに増えている。直接投資スト
ックでみても、図 2 にみるように、2003 年にはわずか 4.9 億ドルであった値が 2010 年に




































































































































国が乱立している。しかし、いずれの国も 1960 年前後に独立し、現在は西アフリカ 15 カ









































り、2007 年から 2010 年までの 4 年間でサブサハラ・アフリカ全体の平均値を上回る実質
平均 GDP成長率 5.25％を記録している8。特に、2007年にガーナの西海岸沖で油田が発見
されて以降、他の先進国と同様に中国もガーナへの直接投資・貿易を増加させている。 














（Millennium Development Goals、略称MDGs）では、2015年までに「1日 1ドル未満










                                                   
8 IMF - World Economic Outlook Databases (2010年 4月版)よりガーナの実質 GDP成長率は、2007年
に 5.7％、2008年に 7.3％、2009年に 3.5％ 2010年に 4.5％である。サブサハラ全体の実質 GDP成長率





























（Organisation for Economic Co-operatin and Development、略称 OECD）の開発援助委
員会（Development Assistance Committee、略称 DAC）で定義された政府開発援助（Official 














図 5 中国の「四位一体」型海外進出 
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5年、返済期間は 10年、据置期間は 5年とされる。対して 3つ目の優遇借款は主に被援助
国の経済と社会に利する生産プロジェクト、大・中型のインフラストラクチャーやプラン
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供されている（2011年 6月 28日に Grimm, Svenが行ったインタビューより）。 





に対する金融などを含むその他の公的資金（Other Official Flows）、民間資金（Private 




























第 5節 本論文の構成 
本論文の具体的な構成は以下のようになる。まず、第 2 章では、中国のアフリカ進出を




















































めの支援策」『金沢大学文化資源学研究』第 12号、117－122頁（本論文第 6章第 2節
第 1項）。 
2．（報告書）尹曼琳（2013）「中国の無形文化資源と伝統文化のアフリカへの伝播」『金沢




第 26号、41－56頁（本論文第 2章第 1－3節）。 
4．（学会発表論文）尹曼琳（2013）「中国の対アフリカ直接投資が貿易に与える効果の検証
（2003－2010年）－直接投資は中国の輸出拡大および石油資源獲得に結びついている
か」日本国際経済学会第 72回全国大会（10月 13日）、横浜国立大学（本論文第 3章）。 
5．（研究ノート）尹曼琳（2014）「中国政府による中国企業のアフリカ進出支援策―西アフ
リカの二つのセンターを中心に―」『人間社会環境研究』第 27号、149－158頁（本論
文第 2章第 4節）。 
6．（研究ノート）尹曼琳（2014）「トーゴとベナンの孔子学院で学ぶ学生の属性・学習動
機・満足度 ―孔子学院は中国とアフリカ間の軋轢を乗り越える手段となりうるか―」 























の中央委員が選ばれ、そこから、中央政治局委員が約 25 名選抜され、さらに、そこから 8
名前後の中央政治局常務委員が選ばれる。なお、2012年 11月 16日に発足した新政府では、
この中央政治局常務委員会常務委員の数は 7名である。ちなみに、2012年時点の中国の人








2012 年 5 月に至るまでの約 60 年に及ぶ中国の対アフリカ政策を論じるにあたって、本論
文では、1978 年の改革開放と、中国の対アフリカ関係が強まる 2000 年を区切りとする 3
期に分けた。実際、2000年に第 1回「中国・アフリカ協力フォーラム」が開催され、2001
年に中国は WTO に加盟している。また、9.11 テロ発生後、世界の政治経済システムも大
きく変化した。 





表 2 中国首脳の対アフリカ訪問年表（1949年 10月～2012年 5月） 










1965年 3月~4月 周恩来首相 アルジェリア、エジプト 
1965年 6月 周恩来首相 タンザニア、エジプト 













1986年 3月 李先念主席 エジプト、ソマリ、マダガスカル 
1989年 12月 楊尚昆主席 エジプト 
1991年 李鵬首相 エジプト 
1992年 6月~7月 楊尚昆主席 モロッコ、チュニジア、コートジボワール 
1995年 7月~8月 朱镕基副首相 タンザニア、ボツワナ、ザンビア、ナミビア、ジンバブエ、
モーリシャス 
1995年 10月 李鵬首相 モロッコ 
1996年 5月 江沢民主席 ケニア、エジプト、エチオピア、マリ、ナミビア、ジンバブ
エ 
1999年 1月~2月 胡錦涛副主席 
マダガスカル、コートジボワール、ガーナ、南アフリカ共和
国 
1999年 10月 江沢民主席 モロッコ、アルジェリア 
1999年 11月 李鵬首相 モーリシャス、南アフリカ共和国、ケニア 









2001年 1月 胡錦涛副主席 ウガンダ 
2001年 4月 李瑞环政協主席 モーリシャス、モロッコ、南アフリカ共和国 
2001年 10月~11月 李鵬委員長 アルジェリア、チュニジア 
2002年 4月 江沢民主席 リビア、ナイジェリア、チュニジア 
2002年 4月 朱镕基首相 エジプト、ケニア 
2002年 8月~9月 朱镕基首相 アルジェリア、モロッコ、カメルーン、南アフリカ共和国 
2003年 2月 李瑞环政協主席 タンザニア、ナミビア、ザンビア 
2004年 1月~2月 胡錦涛主席 エジプト、ガボン、アルジェリア 
2004年 6月 曾慶紅副主席 チュニジア、トーゴ、ベナン、南アフリカ共和国 
2004年 10月~11月 吴邦国委員長 ケニア、ザンビア、ナイジェリア、ジンバブエ 
2004年 11月 黄菊副首相 エジプト 
2005年 9月 吴邦国委員長 モロッコ 




2006年 4月 胡錦涛主席 モロッコ、ナイジェリア、ケニア 
2006年 6月 温家宝首相 
エジプト、ガーナ、コンゴ、アンゴラ、南アフリカ共和国、
タンザニア、ウガンダ 
2006年 8月 吴官正書記 ルワンダ、ボツワナ、マダガスカル、ガボン 
2007年 2月 胡錦涛主席 カメルーン、スーダン、ナミビア、ザンビア、南アフリカ共
和国、モザンビーク、リベリア、セーシェル 
2007年 4月 賈慶林政協主席 チュニジア、ガーナ、ジンバブエ、ケニア 
2007年 5月 吴邦国委員長 エジプト 
2008年 11月 吴邦国委員長 
マダガスカル、ガボン、エチオピア、セーシェル、アルジェ
リア 
2009年 2月 胡錦涛主席 マリ、セネガル、タンザニア、モーリシャス 
2009年 11月 温家宝首相 エジプト 
2009年 11月 周永康常務委員 スーダン 
2010年 3月 賈慶林政協主席 カメルーン、ナミビア、南アフリカ共和国 




2011年 5月 吴邦国委員長 ナミビア、アンゴラ、南アフリカ共和国 






表 3 中国と外交関係を樹立しているアフリカ諸国と 




























エジプト 1956.5.30 3 5 6 14 
モロッコ 1958.11.1 1 4 4 9 
アルジェリア 1958.12.20 2 2 4 8 
スーダン 1959.2.4 1  3 4 
ギニア 1959.10.4 1 1 2 4 
ガーナ 1960.7.5 1 1 2 4 
マリ 1960.10.25 1 1 1 3 
ソマリア 1960.12.14 1 1  2 
コンゴ（民） 1961.2.20  2  2 
ウガンダ 1962.10.18   2 2 
ケニア 1963.12.14  3 4 7 
ブルンジ 1963.12.21     
チュニジア 1964.1.10 1 1 4 6 
コンゴ 1964.2.22  1 1 2 
タンザニア 1964.4.26 2 3 4 9 
中央アフリカ 1964.9.29     
ザンビア 1964.10.29 1 3 3 7 
ベナン 1964.11.12   1 1 
モーリタニア 1965.7.19     
赤道ギニア 1970.10.15     
エチオピア 1970.11.24 1 1 2 4 
ナイジェリア 1971.2.10   3 3 
カメルーン 1971.3.26   3 3 
シエラレオネ 1971.7.29     
ルワンダ 1971.11.12   1 1 
セネガル 1971.12.7   1 1 
モーリシャス 1972.4.15  2 2 4 
トーゴ 1972.9.19   1 1 
マダガスカル 1972.11.6  2 3 5 
チャド 1972.11.28     
ギニアビサウ 1974.3.15     
ガボン 1974.4.20  1 3 4 
ニジェール 1974.7.20     
ボツワナ 1975.1.6  1 3 4 
モザンビーク 1975.6.25  1 2 3 
コモロ 1975.11.13     
カーボヴェルデ 1976.4.25     
セーシェル 1976.6.30   2 2 
リベリア 1977.2.17   1 1 
リビア 1978.8.9   1 1 
ジブチ 1979.1.8     
ジンバブエ 1980.4.18   3 2 5 
アンゴラ 1983.1.12   3 3 
コートジボワール 1983.3.2  2 1 3 
レソト 1983.4.30     
ナミビア 1990.3.22  2 5 7 
エリトリア 1993.5.24     
南アフリカ共和国 1998.1.1  3 9 12 
マラウイ 2007.12.28     









    
ガンビア 1974.12.14 
（1995.7.25断交） 





    
スワジランド なし     
合計 16 44 89 149 



















筆者が 2012年と 2013 年に訪問したナイジェリアとベナンにある経済センターについて詳
しく紹介し、中国政府による中国企業のアフリカ進出支援策の具体例とその課題をみる。 
 








表 3 に見るように、バンドン会議から 1 年たった 1956 年から 1963 年 11 月にかけて、中
国と外交関係を樹立しているアフリカ諸国の数は 10カ国に達し、この時点で既にアフリカ
諸国に巨額の援助を提供し、アフリカ諸国の政治的独立を助けるのみならず、経済建設に
も尽力している。例えば、1959 年と 1960 年には、中国でも食糧が二年連続減産となって
いたにもかかわらず、アフリカ諸国の要求に応えて食糧援助を実施している。また、アル
ジェリアに第一回医療隊を派遣した 1963 年以降、1987 年までに、40 カ国にのべ 8000 人
の医療隊員を送り、様々な病気の患者のべ 1 億人以上を治療したとの報告もある（中国対
外経済貿易年鑑、1988）。 
表 3に示すように、中華人民共和国が成立した 1949年から 1978年までの期間に、中国
首脳はアフリカ 12 カ国を総計 16 回訪問している。もっとも、1949 年から約 14 年間は、
中国首脳によるアフリカ訪問は全くなされておらず、1963年 12月 14日から 1964年 2月































1966 年から 1975 年までの期間は、文化大革命が原因で、中国首脳の外国訪問自体が周
恩来の北朝鮮（1970 年）とベトナム（1971 年）訪問に限定されたが、1976 年のタンザン
鉄道開通のセレモニー参加のために、孫健副首相がタンザニア、ザンビアを訪問している。
タンザン鉄道は2014年現在においても中国による最大規模の対アフリカ援助プロジェクト
である。中国政府とタンザニア、ザンビア両政府間での建設合意の署名は 1967年 9月 5日
になされたが、建設が着工したのは 3年後の 1970年、開通は 1976年である。このタンザ
ン鉄道は中国の専門家と工事技術者によって設計され、鉄道の長さは東側のタンザニアの
















状態になった。しかし、60 年代に入り、周恩来首相が 3 度もエジプトを訪問するなどの努
力の結果、両国の理解と関係は改善された。1971年 10月 25日、国連は、中国の国連での
















                                                   
11 1972年当時の為替レートは、1ドル＝2.2元であったことから、当時で約 4.49億ドルに達する。 






第 2節 改革開放から新世紀まで（1979～2000年） 
―趙紫陽の歴訪、対外援助の改革、対外経済合作の台頭― 
1978年 12月の中国共産党第 11次中央委員会第 3回全体会議をきっかけとして、中国の
改革開放政策が始まった。その後、中国でも市場経済化が図られ、国内開発の資金需要を




り、ソ連とキューパが支援するアンゴラ解放人民運動（Movimento Popular de Libertação 
de Angola、略称MPLA）と、アメリカ、南アフリカ共和国が支援するアンゴラ民族解放戦
線（Frente Nacional de Libertação de Angola、略称 FNLA）およびアンゴラ全面独立民族








定できまい。しかし、その後、1980 年から 1982 年までの 3 年間、中国首脳のアフリカ訪
問は行われなかった。 






































脳が相次いでアフリカ諸国を訪れている。表 3より、1979年から 2000年までの約 20年間








資開発貿易促進センター（China Investment Development and Trade Promotion Center、
以下、開発促進センター）や中国経済貿易発展センタ （ーCentre Chinois de Developpement 
Economique et Commercial、以下、経済発展センター）を設立し、中国企業の対アフリカ
貿易と直接投資を支援している。これについては、第 4節で詳しく述べたい。 









































































































































































































































セーシェル 漁業漁労  農産物加工、電子設備製造  
ガーナ 漁業漁労  建設材料、繊維・衣料品製造、靴類製造 建設 
ニジェール  石油、天然ガス 繊維・衣料品製造、農業機械製造 
電信サービ
ス 



























2005年 9月、国連の開発資金調達の国際会議（The United Nations 60th anniversary 












                                                   




理方法で帳消しにする。3 つ目は、中国は今後 3 年以内に発展途上国に 100 億ドルのソフトローンおよび
特恵バイヤーズ・クレジットを提供し、発展途上国のインフラ建設の強化を助け、双方の企業による合弁・
提携を促す。4 つ目は、中国は今後 3 年以内に発展途上国、とくにアフリカに対する関連援助を増やし、
マラリア予防の特効薬を含む薬品を提供し、医療施設の設立、改善、医療スタッフの養成を助ける。具体
的には中国・アフリカ協力フォーラムなどのメカニズムと二国間ルートを通じて実行する。5 つ目は、中






さらに、2006 年 11 月、北京で開かれた第 3 回「中国・アフリカ協力フォーラム」の開
催期間中には、胡錦涛主席によってアフリカとの実務的な協力を強化するための「8つの措





















                                                   
16 8つの措置は次のとおりである。1つ目はアフリカへの援助規模を拡大し、2009年までに中国のアフリ 







関税待遇商品を 190品目から 440品目に拡大する。7つ目は、今後 3年以内にアフリカに 3から 5カ所の 
域外貿易・経済協力区を設置する。8つ目は今後 3年以内にアフリカのために各分野の人材を 1万 5000人 
養成するとともに、アフリカに上級農業技術専門家を 100人派遣し、アフリカに特色ある農業技術モデル 
センターを 10カ所設立する。また、アフリカのために 30カ所に病院を建設し、3億元の無償援助で、ア 
フリカのマラリア予防を助け、抗マラリア剤であるアルテミシニンの提供および 30カ所のマラリア予防治 
療センターを設立する。さらに、アフリカに青年ボランティア 300人を派遣し、アフリカのために 100カ 
所の農村学校を援助し、2009年までに、中国の政府奨学金を提供するアフリカ人留学生の数をのべ 2000 
人にから 4000 人に増やす。出所：「中国・アフリカ協力フォーラム」のホームページ、
http://www.focac.org/chn/、2013月 4月 1日閲覧。日本語訳は徐（2007）。 
17 中国商務部西アジア・アフリカ局のホームページ、http://xyf.mofcom.gov.cn、2009年 12月 27日閲覧。 
29 
 
カ所が 2009 年末までに建設する予定があり、マラリア予防治療センターも 30 カ所設立さ
れている。3年以内にアフリカに青年ボランティア 300人を派遣することについては、2009
























                                                   




聘する。3 つ目はアフリカ諸国に対して 100 億ドルの優遇借款を提供するとともに、中国の金融機関がア
フリカの中小企業向けに 10億ドルの特別融資枠を与えるよう支援する。4つ目はアフリカの後発途上国か
らの輸入のうち 95％をゼロ関税品目とする。5 つ目は農業技術振興センターをアフリカに 20 カ所建設す
るとともに、50 の農業技術チームをアフリカ諸国に派遣して 2000 名の人材育成を行う。6 つ目はアフリ
カの 30 カ所の病院と 30 カ所のマラリア予防治療センターに対して、5 億人民元相当の医薬品やマラリア
対策物資を供与するとともに、3000名の医師・看護師を育成する。7つ目は中国・アフリカ友好学校をア


























































1979～2000 年期間の 2 倍以上の 89 回に達することが読み取れる。また、第Ⅱ期および第











図 9 および図 10 では、それぞれ 2003 年と 2010 年の中国の対アフリカ直接投資ストッ
ク額と国別シェアを示している。これより、2003 年、中国の対アフリカ直接投資ストック






ートナーとなっている。2011 年の両国の貿易額は 454.3 億ドルに達しており、これは前年
度比 77％の増加となっている19。このうち、2007年に中国工商銀行が南アフリカのスタン


































































                                                   







































ープは香港、日本、ナイジェリアなどの地域で 35 の支社を持ち、総資産は 50 億元で、社
                                                   
21 中国商務部のホームページ、http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/i/jyjl/k/200808/20080805722599.html、














































































































易融資サービスを申し込む。②ベナン・経済発展センターが A企業と B 企業を調査し、条
件に合うなら、A、B企業とベナン・経済発展センターの 3者で取引契約書に署名する。③B
企業がベナン・経済発展センターに貿易金額の頭金を支払う。④ベナン・経済発展センタ

































⑥   
④
     
⑤   
西アフリカの中小企業  
（B企業）     
   ベナン・中国経済貿易発展センター  
    中国のサプライヤー  
（A企業）    
①  
 ③   
⑦
②      
三者で契約    
38 
 

































続いて、第 3 節では、推定モデルにおける変数とデータを説明し、第 4 節で実証分析の結
果をまとめ、最後に本章の結論を示す。 
 
 第 1節 直接投資と貿易の関係に関する先行研究 
 
表 5 中国の対アフリカ直接投資と輸出・輸入の関係 















































































供給規模）を輸出国の GDP、市場規模を輸入国の GDP で表し、経済規模が大きければ供
給量はより大きくなり、また市場規模が大きければより多くの輸出が可能になるので、この
2つの要因が大きいほど貿易量は多くなるという結論が示されている。このモデルを発展さ







いられる距離と投資国の GDP といった説明変数の代わりに、アフリカ 33 カ国25の一人当
たり GNIと中国からこれらの国への直接投資ストック額を説明変数に加え、中国からの輸





                                                   
24 Hufbauer et al.（1994）は、直接投資（ストックとフロー）に関するクロスセクションデータ（1980 
年、1985年、1990年の日本、ドイツ、アメリカ）を用いたグラビティモデルで、日本からの直接投資は、 
日本の輸出額の 2倍ほどの輸入額を発生させるとの結果、すなわち、日本の直接投資と輸入の間に補完的 
な関係があることを示している。Kawai and Urata（1995）も同様に、1980年から 1992年までの期間で 

















































φ              α, r1, r2, φ > 0    （1） 
 
TRADEijは i国と j国の間の貿易額、GDPi とGDPjはそれぞれ i国と j国の GDP、Dijは i国
と j国の間の距離（通常2国の首都ないし経済中心あるいは重要な港間の距離で示される）、
αは定数項を表している。ここで、上記の（1）式の対数値を取り、φ＝− ρ とすると、 
 












口と一人当たり GDP以外に、地域貿易協定（Aitken, 1973；Caporale, 2009； Atici, 2008）、
為替レートと金融管理体制（Tamirisa, 1999）、境界（Mccallum, 1995）、開放度（Lawrence, 






ln TRADEijt＝ ln α + r1 ln GDPit + r2 ln GDPjt + δ1 ln POPit + δ2 ln POPjt + ρ ln Dij + εijt （3） 
 
 ここで、POPi とPOPjはそれぞれ i国と j国の人口、tは時間、εijtは誤差項である。Kawai 
and Urata（1995）、清田（2003）の研究では、簡単化のために、両国それぞれの GDPと
人口のパラメータの値が同じであると仮定しているが、本稿でも、同様に、簡単化のため
に、（3）式では、r1＝r2＝r 及びδ1＝δ2＝δ と仮定し、 
 
 ln TRADEijt＝ ln α + rln GDPit GDPjt + δln POPit POPjt + ρ ln Dij +εijt  














) + β3 ln Dij + εijt   （5） 
 
と表すことができる。ここで GDP/POPは一人当たりの GDPを示している。 
 





) + β3 ln DISTcj + β4 ln OFDIScjt +
                            β5 Doil + β6 ln OFDIScjt × Doil+β7Y2004（or Y2008）+
              β8 Y2005 (or Y2009)+β9Y2006（or Y2010）+ ucjt （6）                               
（c=1、j=1,243、t=2003,20042010。）     





が 2007年に変化していることを踏まえて、2003－2006年と 2007－2010年の 2 期に分け
て分析し、下記の（6）のようなモデルを構築した。 
ここでのTRADEcjtは、t年の中国とアフリカ 43カ国の間の貿易額を示す。具体的には、t
年のアフリカの j 国に対する中国の輸出額（EXcjt）および、t 年のアフリカ j 国からの中国











接投資の交差項ダミー（OFDIScjt × Doil）の 2つをモデルに導入した。 
 
 第 3節 変数とデータ 































アルジェリア × 2002 マリ ×  
アンゴラ × 2005 モーリタニア × 2004 
ベナン ×  モーリシャス ×  
ボツワナ ×  モロッコ × 2004 
ブルキナファソ   モザンビーク ×  
ブルンジ   ナミビア ×  
カメルーン ×  ニジェール × 2003 
カーボヴェルデ ×  ナイジェリア × 2003 
チャド × 2003 ギニアビサウ   
コンゴ（民） ×  ガンビア   
コンゴ × 2005 ルワンダ ×  
コートジボワール ×  サントメ・プリンシぺ   
ジブチ ×  セネガル ×  
エジプト × 2004 セーシェル ×  
中央アフリカ   シエラレオネ ×  
赤道ギニア × 2006 ソマリア  2007 
エリトリア ×  南アフリカ ×  
エチオピア ×  スーダン × 1995 
ガボン × 2004 スワジランド   
ガーナ ×  タンザニア ×  
ギニア ×  トーゴ ×  
ケニア × 2006 チュニジア × 2002 
レソト ×  ウガンダ ×  
リベリア ×  コモロ   
リビア × 2002 ザンビア ×  
マダガスカル × 2006 ジンバブエ   
















投資の基準定義第 3 版』（Benchmark Definition of Foreign Direct Investment, 3rd 
Edition）と国際通貨基金（IMF）の『国際収支マニュアル第 5 版』（Balance of Payments 






















るいは中国の対外直接投資データを用いて実証分析を行った研究（ 例えば、Sanfilippo, M. 
（2010））では、2007年からデータの質が変わっていることを考慮することなく、一律に
時系列分析をしている。しかし、本章では、こうしたデータの性質の違いを考慮にいれて、























第 3項 各変数の説明とデータの出所 
 
表 7 各変数の説明とデータの出所 
変数 単位 変数の説明 データの出所 
EX 万ドル 中国からアフリカへの輸出額 『中国統計年鑑』各年度 
IM 万ドル アフリカから中国への輸出額 『中国統計年鑑』各年度 
POP 千人 各国の人口 
世界銀行のWorld Development Indicators
のデータベース 







OFDIS 万ドル 中国の対アフリカ直接投資ストック 『2010年度中国対外直接投資統計公報』 
出所：筆者作成。 
 
表 8 各変数の記述統計表 
統計量 期間 EX IM GDP GDPC DIST OFDIS POP POPC 
平均値 
2003－06  41272 44183 4716 509749 11637 3232 19729 1299804 
2007―10 112453 117125 6458 867437 11637 19842 21657 1328055 
中央値 
2003－06 11158 4653 1410 501418 11781 1254 10727 1299898 
2007―10 36820 9288 1998 863727 11781 5612 11921 1328018 
最大値 
2003－06 576771 1093330 44243  624214 19669 49713 143339 1311020 
2007―10 1079986 2281554 52420 1008476 19669 415298 158423 1338300 
最小値 
2003－06 168 1 94 411947 7851 1 83 1288400 
2007―10 742 1   135 733818 7851 116 85 1317885 
標準偏差 
2003－06 79402 122494 8548 79695 2274 63322 25986 8467 
2007―10 177884 328136 11493 101899 2274 46501 28514 7621 
サンプル数 
2003－06 172 166 172 172 172 166 172 172 






                                                   














最小二乗法で Eviews7.0 を使って分析した。その際に、横断面分散不均一性（white 
cross-section）を用いてこれらの問題を修正している。 
 
 第 4節 結果の分析 
本章では、（6）式に基づいて、輸出（E）モデルと輸入（I）モデルに分けて分析を行っ
た。分析結果は表 9にみるようになった。それぞれにおいて、モデル 1は 2003年から 2006









接投資ストックデータを用いているが、一人あたり GDP の代わりに一人当たり GNI が用
いられ、結論として、直接投資ストックのパラメータは有意であること、つまり、中国の
対アフリカ直接投資は中国の対アフリカ輸出に正の影響を与えているという結論が導き出





                                                   
30 各首都の経緯度は http://www.benricho.org/chimei/get_LatLon/より得られた。経緯度から距離をまと
める為のヒュベニイ（Hubeny)の式は以下のようになる。D=sqrt（（M×dφ）×（M×dφ）+（N×cos（φ）
× dγ）×（N×cos（φ） × dγ））、ただし、Dは 2 点間の距離（m）、φは 2点の平均緯度、dφ は2点の緯度
差 、 dγ は 2 点の経度差、 M は 子 午 線 曲 率 半 径 、 N は 卯 酉 線 曲 率 半 径 。 M ＝
6334834∕√（1 −   0.006674(sin φ)2 ）
3 




表 9 輸出（E）と輸入（I）モデルにおいての推定結果 
説明変数 
輸出（E）モデル 輸入（I）モデル 

















































































































































































サンプル数 166 166 170 170 161 161 170 170 
自由度修正済み決
定係数 
























































チャド、コンゴ、ナイジェリアの 6 カ国については対世界輸出総額の 80%以上、アルジェ


























































                                                   
31 日本国外務省のホームページ、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hakusyo/03_hakusho/ODA2003/html/honpen/hp1020204






























 第 1節 中国の対外援助と対外経済合作 





























図 13 中国の対外援助の組織 
     
中央政府（国務院）   
 
商務部 
地  会   財                         外   各   輸 開  大 
方  計   政  国際経   国際経   国際商  援  交   部   出 発  使 
政  監   部  済協力  済技術   務官員  外  部      入 銀  館 
府  督      事務局   交流セ   研修セ  司         銀 行 
署   援        ンター   ンター        専   行 
地      助                 対外援外   門 
方  援   資 ワンセット   一般  トレー  ボラン    性  優 中 現  
政  助   金 プロジェクト  物資  ニング  ティア     を  遇 国 地 
府   資   管 と技術協力  供給  を提供     ・      活  借 ア で  
の  金   理                 人的資     か  款 フ の  
援  監   ・                  源開発    し  を  リ 援  
助  督   債                   ・      た  担  カ  助  
務                  人道主    援  当 発 の  
削                  義援助    助     展  実  
           減                            基 施  

























































































































































図 14 は 1950 年から 2010 年までの中国対外援助額とそれが国家財政支出に占める比率
























































































































助額が急増したためである。例えば、1971 年から 1973 年にかけての 3 年間で、中国の対










経済規模が許容できる範囲を超えていたため、1975 年 4 月 23 日に、中国政府は中国対外
援助の支出を減らすことを旨とする文書を公表することとなった。その後、中国の改革開
放および中国国内の経済発展を優先する方向に傾き、中国の対外援助額は確実に減った。
中国の援助総額が再び増加基調に入るのは 1993 年である。1993 年の時点で、中国の対外
援助額は 18.5 億元であったが、17 年後の 2010 年の時点で、約 7 倍の 136.14 億元に急増
している34。しかし、図 15にみるように、1993年以降の国家財政支出額に占める対外援助










績金額双方ともに 1990年代から 2010 年までの期間に急増している。具体的には、中国の







                                                   






















                                                   
35 各年度の比率は下表のようになる。 
1989年 1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 
88% 88% 83% 79% 81% 82% 80% 78% 
1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 
74% 80% 77% 75% 74% 79% 81% 82% 
2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年   

















































































































 第 2節 中国の対アフリカ援助と経済合作（工事請負と労務協力） 
第 1項 中国の対アフリカ援助 
中国は OECD諸国の間では「新興国ドナー」と呼ばれているが、実際のところは、1950
年代始めから対外援助を行っており、援助の概念が日本のそれと異なるとは言えども、そ
の歴史は日本と同程度に長い。アフリカ大陸についても、1954 年から 1962 年にかけて独
立戦争を展開した北アフリカのアルジェリアを支援するために、中国政府は約 7000万元の





























図 17 中国対外援助の地域別比率（2009年） 
 
     出所：2011年度『中国の対外援助白書』より筆者作成。 
 






図 17 にみるように、2009 年時点の中国の対アフリカ援助額は中国の対外援助総額の
45.70％を占めており、最大の援助対象地域であることが示されている。ちなみに、2010



















































































図 18 は 2000 年から 2011 年にかけての先進国 G7 の対アフリカ援助額を示しているが、
中国の対アフリカ援助の 60.76億元という値は 2009年の為替レートでドルに換算して約 9









第 2項 中国の対アフリカ経済合作（工事請負と労務協力） 
 










                                                   















































































17％から 2010 年には約 2 倍の 36％に急増していることから、アフリカ大陸は中国の対外
経済合作の重要な地域となっていることが理解できる。 
 












































































































































































協力のデータを合わせたものになる。図 20 と図 21 は中国の対アフリカ工事請負と労務協






図 22 中国の対アフリカ工事請負実績金額とそれが 
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①対アフリカ経済合作実績 ②対アフリカ工事請負実績
②が①に占める比率














































する力を意味する。1990年にアメリカハーバード大学教授ナイ（Nye, Joseph S）が Bound 













リ、チュニジア、エチオピア、コモロ、セーシェルの 8カ国に 10校設立されている。 
                                                   
37 孔子学院本部のホームページ、http://www.hanban.edu.cn/、2014年 1月 23日閲覧。 
















































第 1節 孔子学院について 
第 1項 孔子学院設立の背景 
 
































































































（窓口、各国の中国大使館）       
 
                 
① 申請書類を提出         
       外国の申請機関   
           
② 書類審査、双方が設立協定に署名          
 













         
④双方が実行協定に署名       







（China Institute in America）が共同で設立した孔子学院である。2つ目は中国の教育機
関と外国政府が共同で設立するモデルである。例えば、中国の山東大学とフランスのブル
ターニュ議会（Parlement de la Région de Bretagne）が設立したブルターニュ孔子学院
（Institute Confucius de Bretagne）が挙げられる。3つ目は、孔子学院本部と外国会社が
共同で設立するモデルである。例えば、ロンドンビジネス孔子学院（Confucius Institute for 
Business London）はブリティッシュ・ペトロリアム、スタンダードバンクといったイギリ
スの企業 6 社と孔子学院本部が資金を出し合う形で設立された後、ロンドン・スクール・












第 3項 トーゴ孔子学院とベナン孔子学院の概要 
本論文の研究対象はトーゴ孔子学院とベナン孔子学院である。トーゴ孔子学院は 2009年







ベナン孔子学院も 2009年 10月 21日に設立された。これに加えて、アボメカラビ大学の
場合、孔子学院を人文社会科学部（Faculty of Arts and Social Sciences）で管理すること










ターに在籍する 2つのタイプの学生（約 300 人）、総勢 3000 人弱（2012/2013 年）が、入
門、基礎、中級、上級クラスに分かれて中国語を学んでいる。 
ところで、孔子学院の運営は独立採算制となっていることから、学校ごとに学費が異な
る。トーゴ孔子学院の学費は 2009/2010年度時点で 1万 CFAフランであったが、2012/2013
年度に 7万 CFAフラン（約 130ドル）と大幅に上昇した。トーゴ大学に在籍しない学生の
場合、学費はさらに高くなり、8万 2千 CFAフラン（約 150ドル）とのことであった。対















第 2節 アンケート結果からの考察 
第 1項 アンケートの設計 
本章では、中国政府機関の官僚や孔子学院の教師に対するインタビューおよび、孔子学
院の学生に対する対面式アンケートを通じて研究対象に迫るという研究手法をとった。ト
ーゴ孔子学院の学生の数は 2009 年から 2013年現在まで毎年増えているが、2012/2013年
















トの統計処理に当たっては IBM SPSS Statistics 20.0を用いた。 
 
第 2項 回答者の属性と収入からの考察 
 












男 54 72.00 38 76.00 
女 20 26.67 12 24.00 
未回答 1 1.33 0 0.00 
年齢 
0－19歳  7  9.33 10 20.00 
20－29歳 57 76.00 32 64.00 
30歳以上 10 13.33  8 16.00 
未回答 1 1.33 0 0.00 
国籍 
トーゴ 70 93.30  0   0.00 
ベナン  0  0.00 38 76.00 
二重国籍者  5  6.60  8 16.00 
その他  0  0.00  4  8.00 
学歴 
初等教育修了資格  0  0.00  1   2.00 
中等教育第一段階修了資格  0  0.00  6 12.00 
職業訓練校の資格  1  1.33  1  2.00 
バカロレア取得に準じる技
術系の資格  4  5.33  1  2.00 
バカロレア取得 17 22.67  2  4.00 
BAC+1  1  1.33  2  4.00 
BAC+2 20 26.67 11 22.00 
BAC+3（学士相当） 24 32.00 13 26.00 
修士入学以上  8 10.67 10 20.00 
修了証書・ディプロム無し  0  0.00  1  2.00 
その他  0  0.00  2  4.00 
職業 学生 59 78.67 30 60.00 
73 
 
自営業（事業主）  1  1.33  3  6.00 
従業員  7  9.33  5 10.00 
管理職  0  0.00  1  2.00 
失業者  4  5.33  2  4.00 
公務員  3  4.00  1  2.00 
その他  1  1.33  9 18.00 
月収 
0－50ドル 59 78.67 32 64.00 




入門レベル 45 60.00 33 66.00 
基礎レベル 18 24.00  7 14.00 
中級レベル 10 13.33 10 20.00 
上級レベル  2  2.67  0  0.00 
























有率も 48％、58％となった。世界銀行のWorld Development Indicatorsデータベースに
よると、2007 年時点でトーゴとベナンの車（乗用車、バス、トラックを含む）保有率は、







第 3項 回答者の学習動機と国際化度からの考察 




























































収入のみで帰無仮説は棄却された（前者の P値41は 0.021、後者の P値は 0.005、有意水準
5％）。実際、学生を中心とする 20 代や月収 50 ドル以下の回答者の学習動機は「将来、中
                                                   





































































インがトーゴに対して行った経済合作実績はそれぞれ 161 万ドル、345 万ドルとなってお
り、全ドナーの中で第 5 位に位置づけられている。ベナンについても、ドイツの対ベナン
経済合作実績額は 2000年から 2004年にかけて 5年間連続で、ベスト 5に入っている42。 
 











英語 71 94.67% 38 76.00% 
フランス語 68 90.67% 46 92.00% 
スペイン語 10 13.33% 3 6.00% 
イタリア語 1 1.33% 2 4.00% 
ドイツ語 19 25.33% 6 12.00% 
アラビア語 3 4.00% 3 6.00% 




英語 8 10.67% 17 34.00% 
フランス語 2 2.67% 7 14.00% 
ポルトガル語 14 18.67% 8 16.00% 
スペイン語 29 38.67% 12 24.00% 
イタリア語 22 29.33% 7 14.00% 
ドイツ語 18 24.00% 13 26.00% 
アラビア語 26 34.67% 9 18.00% 
その他 7 9.33% 13 26.00% 
       注：多重回答であるため、パーセントは 100を超える。 





は 85.1％であり、1 回でも中国にいったことがある回答者はわずか 2 人であった。具体的
には、体育教師と従業員として働いている者になるが、どちらも仕事の関係で中国に行っ
たという。ベナン孔子学院の回答者については、アフリカ大陸外に行ったことがない回答





第 4項 回答者の対中国観と学習状況に対する満足度からの考察 
まず、「中国の文化イベントに参加しているか」と「中国人の友達がいるか」について聞
                                                   

























                                                   


























図 28 ベナン孔子学院の回答者は学習状況に対する満足度 





























































































































単位：億ドル    











第 6章 中国の「四位一体」型アフリカ進出―ガーナ共和国の事例より― 
中国とガーナの縁は、1955 年のバンドン会議に始まり、1960 年 7 月 5 日に正式な外交





2 章の表 2 にみるように、1963 年年末から 1964 年初頭にかけて、中国首相（当時）とし








1966 年 2 月にクーデターで倒して軍事政権を樹立した国民解放評議会（National 
Liberation Council、略称 NLC）はすべての東側諸国を敵視したため、1966 年 10 月 20
日に中国と一時断交している（Gitelson, 1974）。なお、中国とガーナの外交関係が復活し
たのは、その約 6年後、1972年 2月 28日である。 
現在、新しい年の最初の公式訪問先として中国の外相がアフリカの国々を訪れるという
ことが 1991年から毎年行われている。訪問国は明らかに中国にとって重要な国と考えてよ












                                                   
44 中国国際放送局 2014年 1月 10日記事「ガーナ大統領、王毅外相と会談」










第 1項 貿易 
 




































































































     出所：The observatory of economic complexity のホームページ 
（http://atlas.media.mit.edu/）が公表されているデータに基づいて筆者作成。  
 
図 32 ガーナの中国への輸出商品構造比率（2012年） 
 



























































































































ガーナの中国からの輸入額が世界からの輸入額に占める比率は 2010 年時点で 2009 年の


















                                                   































図 34 ガーナの中国からの輸入商品構造比率（2012年） 
 






























も再び 30％に上昇している。繊維・衣料品の比率が高まっている背景には 2000 年に始ま
った AGOAの影響があると思われる。実際、『中国対外経済貿易年鑑』と『中国商務年鑑』
各年度のデータに基づいて、繊維と衣料品の内分けを検証すると、2002 年には、繊維の比
率は 18％、衣料品は 9％となり、2003 年も繊維（19％）、衣料品（11％）であった。しか
し、MFAが廃棄された 2005年には繊維の比率は 16％に、2006 年にはさらに 15％に下が
っている。2007年には機械・電気製品（46％、2007年の値は 1995年比で 33.3％増加）の
シェアが大きくなり、対して繊維（13％）の比率は下がり、さらに新たに高技術製品（11％）





国別輸出品目を公表していないため、International Trade Centerより 2012年のガーナの







第 2項 直接投資 































億ドルのローンの融資を 2009 年に受けている。これについて、2013 年 1 月に筆者がガー
ナの財務省を訪問した時に対応してくれた担当者の話によると、中国はジュビリー鉱区に
対する採掘権を持っていないが、この 30億ドルローンの返済の一部は石油・原油で行われ



































データは中国政府がアフリカ 51 カ国で行った 2000 年から 2011 年かけての対アフリカ支








第 1項 中国のガーナに対する援助 














                                                   
51 在ガーナ中国大使館のホームページ、http://www.fmprc.gov.cn/ce/cegh/chn/、2013年 3月 5日閲覧。 











表 13  中国の対ガーナ ODA（1990－2011年） 





1995 在ガーナ中国企業支援 無利子借款 18.00 インタビュー 
小計 18.00  
2002 債務免除 債務免除 88.44 1462 
2007 債務免除 債務免除 150.36 1778 
小計 238.80  




無償技術協力 不明 1750 
2007 農業技術者、医療スタッフ、ヴォランティアの派遣 無償技術協力 不明 1868 
小計 不明  
2003 
中国大使館が女性サッカーチームにサッカーボール 50
個を贈与 財・サービス贈与 不明 1397 
2004 中国大使館がガーナ大学に IT機器を贈与 財・サービス贈与 0.01 1680 
2004 2大学にコンピューター教室と IT機器を贈与 財・サービス贈与 不明 1681 
2004 
グレーターアクラ地域で水源開発のためのボーリング
実施 財・サービス贈与 不明 1684 
2006 蚊帳の贈与 財・サービス贈与 不明 1746 
2007 抗マラリア薬の贈与 財・サービス贈与 0.28 1864 
2008 社会経済開発に関する７つの合意文書に署名 財・サービス贈与 0.25 1879 
2009 医療機器の贈与 財・サービス贈与 0.45 1912 
2009 外務省のビル建設およびオフィス用品の贈与 財・サービス贈与 0.04 1913 
2009 医療スタッフの派遣 財・サービス贈与 不明 1976 
2011 スポーツ用品の贈与 財・サービス贈与 不明 2088 







リスケを除く） 37.36 120 
2006 農村の電化事業 
借款（債務 




























リスケを除く） 253.80 2004 
2010 沿岸部での魚の水揚げ施設建設プロジェクト 
借款（債務 
リスケを除く） 18.59 2035 








ガーナ職業技術訓練センターの建設 無償資金協力 不明 インタビュー 
不明 100床のベットを擁する病院建設 無償資金協力 不明 インタビュー 
不明 3つの基礎教育機関の支援 無償資金協力 不明 インタビュー 






2002 病院建設のために 800万ドルの提供 無償資金協力 13.23 1468 






2005 財務省に IT機器提供目的で資金協力 無償資金協力 0.09 24202 
2006 抗マラリア薬提供目的で資金協力 無償資金協力 33.65 1749 






2009 技術移転と農業分野（60％無償部分） 無償資金協力 9.00 2000 
2009 贈与と無利子借款に合意（詳細不明） 無償資金協力 4.40 1854 
2009 資金協力に合意（詳細不明） 無償資金協力 8.79 2002 
2010 農村コミュニティの電化向け資金協力 無償資金協力 278.90 2027 
2010 アクラの Korle-Bu の病院修復のための資金協力 無償資金協力 464.84 2049 
2010 ボルタ川洪水被害の復興向け資金協力 無償資金協力 0.05 2052 
2010 2つの病院建設のための資金協力 無償資金協力 6.97 2102 
2011 中国ヨーロッパビジネススクールに対する資金協力 無償資金協力 1.24 2106 
小計 971.84+不明  
2007 2000人のガーナ人学生に奨学金を提供 奨学金 不明 24549 
2008 4000人のガーナ人学生に奨学金を提供 奨学金 不明 1875 
2009 
中国で医学を学ぶことを希望する学生に奨学金および
研修プログラムの提供 奨学金 不明 1911 
小計 不明  












イドデータでは ODA と OOF の双方が提示されており、さらに OOF か ODA か判別不可
能なものも存在する。表 13では、エイドデータで ODA の類（ODA-like）と表示されたも
ののみを抽出した。また、表 14では、OOFもしくは OOFか ODAか判別不可能なものを
まとめた（ただし、unset(未確定)とされているものは除外）。さらに表 13、14 にみるよう
にカバーしている期間は 25年に及ぶが、ガーナはインフレ率が高く、オリジナルのデータ、
また元建てとドル建てのデータが混在している。したがって、表 13 と 14 に示された金額
はエイドデータに基づき 2009年の実質値に修正されたものであることに注意願いたい。 

















積は 11896 平方メートルである。この国家大劇場は 1990 年 6 月 19 日に施工し、2 年





















写真 1 ガーナ国家大劇場の外見（2012年に筆者撮影） 
 
 















表 14 中国の対ガーナ OOFもしくは判別不可能なもの（2001－2010年） 







2008 中国語教師の派遣 FDI 不明 27562 
2001 花火の寄付 財・サービス贈与 232.14 24212 




財・サービス贈与 不明 2007 







リスケを除く） 3000.00 2034 
2010 
両国のジャーナリストを協力させる事














2005 職業訓練センター建設（詳細不明） 借款（債務 
リスケを除く） 
不明 1734 















リスケを除く） 40.45 1872 
2008 遠隔地教育のための ICTプロジェクト 
借款（債務 
リスケを除く） 8.29 1882 
不明 遠隔地教育のための ICTプロジェクト 
（第 IIフェーズ） 
借款 38.00 インタビュー 















リスケを除く） 5485.09 28056 




















なお、エイドデータが公表したデータは、2000 年から 2010 年までの期間に、中国政府
が公表されたものもしくは記事などに基づいて整理したものなので、不完全なところもあ





第 2項 中国のガーナに対する経済合作（工事請負と労務協力） 
続いて、中国の対ガーナ経済合作（工事請負と労務協力）の実態についてみてみよう。
図 37 では 2000 年から 2010 年までの期間に、中国の対ガーナ工事請負実績金額（左軸）
と労務協力実績金額（右軸）を示している。図 37 に見るように、2000 年の時点で、中国
の対ガーナ工事請負実績金額はわずか 1963 万ドルであったが、10 年後の 2010 年に、約











































た。参考までにそれ以外の業種内分けは、医療系 8 社、サービス系 18 社、飲食業 26 社、
漁業 7社、電力 5社、鉱業・通信 7社、製造業 42社、貿易系 59社であった。これにより、
                                                   
56 在ガーナ中国大使館のホームページ、

























2013 年 11 月時点で、中国水利水電建設股份有限公司、中国葛洲埧集団股份有限公司、中
国路橋工程有限責任公司、中国水利電力对外公司などがガーナでプロジェクトを実施して
いる。そしてこれら 4社はいずれも大橋（2013）でまとめられている 2011年の中国の対外




Railway No.5 Engineering Croup.co, Ltd）ガーナ支社、中国地质工程集团公司（China 
Geo-Engineering Corporation）、中国水利電力对外公司（China International Water 
&Electric Corporation）ガーナ支社、中国江西国際経済技術合作公司（China Jiangxi 
































Ａ 224 35 189   300 80 
Ｂ 181 22 159 約 1200 約 7.5 220 130－180 
Ｃ 50   約 150  200－260 20－160 
Ｄ 130 30 100 約 1100 約 11.0 約 400  
Ｅ 40 8 32   約 400  
Ｆ 30 6 24 約 350 約 14.6 約 450 100 














人。これに対して、中国会社が派遣した労働者は 700人。」と示している。また、Mohan, Giles, 



















一般的に月収 200－300ガーナセディ（約 100ドル－150ドル58、週 5日間、残業代は別）、
技術が向上したら月収も上がるということであった59。対して、2013 年の時点では表 2 に
みるように、工事現場で働く一般的なアフリカ人の月収は基本給とボーナスを合わせて、
一般的に約 400 ガーナセディと 1.5 倍から 2 倍に上昇していた。他方、ガーナの最低賃金
は 2012 年時点で、一日 4.48 ガーナセディであったが、2013 年 5 月 1 日から 5.24 ガーナ
セディに上がったものの60、それでも、月 20 日間の労働と計算すれば、月収は 104.8 ガー
ナセディにすぎない。また、Ackah, Charles, et al. (2014) でも、時期ははっきりしないが、











58 2013年 1月時点の為替レートによる計算。 
59 中国華山国際（ガーナ）工程公司を訪問した際に対応してくれた担当者の話によることである。 





















第 3節 ガーナにおける中国の貿易・直接投資・援助・経済合作の関連性： 
ガーナ外務省ビル建設の事例より 
 ガーナ外務省ビルは 2013年 2月に竣工したばかりで、ガーナ現地でも広く知られたプロ
ジェクトである。そこで、この代表的なガーナ外務省ビル・プロジェクトの例を取り上げ、
筆者が 2013年 11月にガーナの首都アクラの現地で行ったヒアリングに基づいて整理する。 
 
第 1項 ガーナ外務省ビル・プロジェクトの背景と概要 
写真 2は 2013年 11月に撮影したガーナ外務省ビルの概観である。写真 2に見るように、
6 階建ての建物であり、総建築面積は約 11500 平方メートル、約 600 人のオフィス需要に
満足できるという。 
元々あったガーナ外務省ビルは 2009年 10月 21日に火災に遭い利用不可能となった。こ
れにより、ガーナ政府は新しい外務省ビルの建設の必要に迫られた。そこで、中国政府 2010














写真 2 ガーナ外務省ビルの概観（2013年 11月に筆者撮影） 
 
  












し、加えて 1回目の海外決算手続き終了後 1ヶ月内に、まずは総額の 30％が中国商務部よ
                                                   



















































                                                   
62 中国甘肃国際経済技術合作公司のホームページ、http://cgicop.com/www/、2014年 6月 1日閲覧。 
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第 7章 総括 







から 2012年 5月に至るまでの約 60年間を、1978年の改革開放と、中国の対アフリカ関係
が強まる 2000 年をメルクマールとする 3 期に分けて分析した。これにより、新中国成立
（1949年）から改革開放（1978年）までの期間に、中国首脳の訪問先と中国の国連での議
席回復を支援した国は一致しており、そうした意味で中国首脳のアフリカ訪問の背景には





























 第 3 章では、中国の対アフリカ直接投資と貿易の関係について、先行研究で問題が見ら
れたデータを精査し、より完全なグラビティモデルを用いて、アフリカ 43 カ国を対象に、





フリカからの輸入については、2003 年から 2010 年までの期間を通じて、中国のアフリカ
への直接投資がアフリカからの輸入を増やしたことが明らかとなり、これは先行研究の結
果と一致している。 
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63 中国甘肃国際経済技術合作公司のホームページ、http://cgicop.com/www/、2014年 6月 1日閲覧。 
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 第 2節 中国の「四位一体」型アフリカ進出の将来像 
第 1項 中国の「四位一体」型アフリカ進出の背景と評価 
先述の大橋（2013）では、中国の「四位一体」型海外進出の背景には、1960年代の対外
援助が起源となった外貨獲得を動機とし、1970 年代には、対外援助を貿易や直接投資と関
















































済成長がもたらされる可能性は高い。実際、2014 年 1 月 20 日付の英フィナンシャル・タ


















                                                   
64 日本語の要訳は 2014年 1月 20日付、『日本経済新聞』記事「アフリカを巡る日中の争奪戦（社説）」
を参照いただきたい。 
65 バイヤーズ・クレジットとは輸出国の金融機関が輸入者に直接輸入資金を貸し付ける信用供与の一形態

































































というのが実態である。2012 年７月に北京で開催した「第 5 回中国・アフリカ協力フォ











創出されていることもみた。実際、2012年 9月 11日から 13日にかけて、南アフリカのス
テレンボシュ大学（University of Stellenbosch）で開催された 2012年度アフリカ地域の孔
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子学院ジョイントコンフェランス（2012 Joint Conference of Confucius Institute in 

















































































                     金沢大学 
尹曼琳 2013年 1月 
 
①あなたの性別を教えてください   A 男 B 女 
②あなたの年齢は 
A 0－9歳 B 10－19歳 C 20－29歳 D 30－39歳 E 40－49歳 F 50歳以上 
③あなたの国籍は（2つ以上の場合はすべてに○をつけてください） 
A トーゴ B ベナン C ガーナ D ブルキナファソ E ナイジェリア 
F ニジェール Gその他       
④あなたの最終学歴は 
A 初等教育修了資格 CEPD（Togo）ou CEP（Benin） 
B 中等教育第一段階修了資格 BEPC  (BEC： Basic Education Certificate)              
C 職業訓練校の資格 CAP ou BEP 
D バカロレア取得に準じる技術系の資格 BAC Technologique/Professionnel 
E バカロレア取得 BAC  Général (SSC：Senior Secondary Certificate or WASSC)  
F 大学入学後 1年目の資格相当 BAC+1         G 大学入学後 2年目の資格相当 BAC+2         
H 学士相当 Licence（ou BAC+3)               I 修士 1年修了相当 BAC+4                     
J 修士号相当 Master（ou BAC+5）            K 修士号取得相当以上 BAC+5 et plus      
L 修了証書・ディプロム無し（Sans certificat/diplôme） M その他       
⑤現在の職業は 
A 学生 B 自営業（事業主） C 従業員 D 管理職 E 失業者 F 定年者  
G 公務員 H 教員 I 主婦（主夫） J その他      
⑥あなたは毎月どのぐらいのお金を稼いでいますか？ 
A 0－26500CFA（0－50ドル） B 26500－53000CFA（50－100ドル）  
C  53000－79500CFA（100－150ドル） D 79500－106000CFA（150－200ドル） 
E 106000－132500 CFA（200－250ドル）F 132500－159000 CFA（250－300ドル） 
G 159000－185500CFA（300－350ドル）H 185500－212000CFA（350－400ドル） 
I   212000－238500CFA（400－450ドル）J   238500－265000CFA（450－500ドル） 
K  265000－530000CFA（500－1000ドル）L  530000CFA 以上（1000ドル以上） 
⑦あなたの家にはコンピューターはありますか？   A はい B いいえ 
⑧あなたの家には車はありますか？      A はい B いいえ 
⑨あなたは現在孔子学院でどのレベルの中国語クラスで学んでいますか？ 




A 英語  B フランス語 C ポルトガル語 D スペイン語 E イタリア語  
F ドイツ語 G アラビア語 Hその他       
⑪あなたが中国語と並行して現在、習得を試みている言語すべてを以下から選択してください  
A 英語  B フランス語 C ポルトガル語 D スペイン語 E イタリア語  
F ドイツ語 G アラビア語 Hその他           
⑫あなたはアフリカと中国以外の国・地域を訪問したことがありますか？ 
A アフリカ地域以外のところにいったことがない B ヨーロッパ（  回） 
C 北米（  回） D 中東（  回）E インド（  回） 
F その他（国名を書いてください）       （  回） 
⑬これまでに何回中国にいったことがありますか？ 
（Aを選択した人は次に→⑮、その他は→⑭） 
A 0回 B 1回 C 2回 D 3回 E 4回 F 5回以上  
⑭あなたは何の目的で中国にいきましたか？ 
A 旅行 B ビジネス C 友達あるいは家族に会うため D 留学 E その他    
⑮何のために孔子学院で中国語を勉強していますか？ 
（もっとも重要な理由としての一つを選択してください。） 
A 将来、中国に留学したい B 現在の仕事に必要  C 将来、中国企業に就職したい     
D 自分の語学能力を高めたい E もっと中国を理解したい  
F 将来、中国とビジネスをしたい   G 将来、中国へ旅行したい  
H 将来、中国で仕事に就きたい  I その他        
⑯あなたの中国語学習歴は 
A 0－3ヶ月 B 3ヶ月－半年 C 半年－1年 D 1年－1年半 E 1年半－2年 
F 2年－2年半 G 2年半－3年 H 3年以上 
⑰あなたは中国文化を学ぶ講座や中国のイベントなどに積極的に参加していますか？ 
A はい B いいえ 












                                           
                                           
ご協力をありがとうございました 
A非常に好き   B好き   Cどちらでも   
ない     
Dあまり好き   
ではない     
E好きでは    
ない     
A非常に満足   B満足   Cどちらでも   
ない    
Dあまり満足   
ではない     
E満足では    
ない     
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付録 Questionnaire sur la motivation d’apprentissage et la catégorie des étudiants 
de l'Institut Confuçius en Afrique de l’Ouest（フランス語） 
 
Chère Mlle ouMme/Cher Monsieur, 
Bonjour ! L’objectif du présent questionnaire est afin de comprendre la motivation 
d’apprentissage et la situation principale des étudiants qui travaillent dans l’Institut 
Confuçius en Afrique de l'Ouest, les résultats de cette enquête seront destinés uniquement à 
la réalisation de mes travaux de recherche. Cette enquête est anonyme, nous garantissons la 
confidentialité des renseignements personnels de tous les participants. En outre, afin de 
vous remercier pour votre précieuse participation, nous offrirons à tous ceux qui 
participeront à la présent enquête un petit cadeau . Nous attendons votre participation! 
 
 Kanazawa University Programme de Doctorat  
Yin, Manlin, janvier 2013 
① Votre sexe  A  maculin    B  féminin 
② Votre âge 
A 0－9 ans B 10－19 ans C 20－29 ans D 30－39 ans E 40－49 ans  
F Pus de 50 ans  
③ Votre nationalité （S'il y a plus de 2, selectionez tous） 
A Togo B  Benin C  Ghana D  Burkina Faso E Nigeria  F  Niger   
G Autres     
④ Votre diplôme final 
A  CEPD（Togo）ou CEP（Benin）           B  BEPC   
C CAP ou BEP                               D BAC Technologique/Professionnel 
E BAC Général                               F BAC+1 
G  BAC+2                                    H Licence（ou BAC+3) 
I  BAC+4                                    J   Master（ou BAC+5） 
K  Au dessus de master (BAC+5 et plus)     L Sans certificat/diplôme        
M  Autres       
⑤ Votre profession actuelle 
A Etudiant(e)  B Propriétaire de l’entreprise C Employé(e) D Cadres 
E Chômeur(se) F Retraité(e) G Fonctionnaire  
H Enseignant(e) I Femme au foyer（Homme au foyer） J Autres      
⑥ Votre revenu mensuel? 
A 0－26500CFA（0－50 dollars） B 26500－53000CFA（50－100 dollars）  
C  53000－79500CFA（100－150 dollars） 
D 79500－106000CFA（150－200 dollars） 
E 106000－132500 CFA（200－250 dollars） 
F 132500－159000 CFA（250－300 dollars） 
G 159000－185500CFA（300－350 dollars） 
H 185500－212000CFA（350－400 dollars） 
I   212000－238500CFA（400－450 dollars） 
J   238500－265000CFA（450－500 dollars） 
K  265000－530000CFA（500－1000 dollars） 
L  Plus de 530000CFA（Plus de 1000 dollars） 
⑦ Avez-vous un ordinateur？              A  Oui   B  Non 
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⑧ Avez-vous une voiture chez vous？       A  Oui   B  Non 
⑨ Quel est le niveau des cours de chinois que vous suivez dans l’Institut Confuçius ? 
   A Classe d’introduction    B Classe élémentaire  
C Classe intermédiaire      D   Classe avancée       E Autres 
⑩ A part les langues africaines、savez-vous parler d’autres langues？ 
A Anglais  B Français  C Portugais D  Espagnol E Italien F Allemand  
G Arabe   H  Autres        
⑪ A part le chinois, voulez-vous apprendre d’autres langues? 
A Anglais  B Français  C Portugais D  Espagnol E Italien F Allemand  
G Arabe H  Autres        
⑫ Les autres regions/ pays que vous avez été à part l’Afrique et la Chine? 
A Aucun B Europe（  fois） C  Amérique du Nord（  fois）  
D Moyen Orient（  fois）  E Inde（  fois）  
F Autres（Ecrivez le nom du pays s’il vous palît）      （  fois） 
⑬ Il y a combien de fois que vous avez été en Chine？（Si vous choisissez A, continuez 
avec→⑮、si vous choisissez autres, continuez avec→⑭） 
A 0 B 1 fois C 2 fois D 3 fois E 4 fois F Plus de 5 fois  
⑭ Quel est l’objectif de votre voyage en Chine？ 
A Voyage touristique B Relation commerciale,business ou voyage d’observation  
C Voir les amis ou la famille D  Faire les études E Autres        
⑮ Pourquoi vous apprenez le chinois à l'Institut Confuçius？（Choisissez la raison la plus  
importante）  
A Pour faire les études en Chine             B Pour le travail actuel 
C Pour travailler dans une entreprise chinoise en Afrique 
D Pour améliorer le niveau linguistique      E Pour mieux connaître la Chine       
F Pour faire du commerce avec les Chinois    G Pour voyager en Chine              
H  Pour trouver un emploi en Chine           I  Autres           
⑯ Depuis combien de temps que vous apprenez le chinois？ 
A 0－3 mois B 3－6 mois C 6－12 mois D 1－1.5 ans E 1.5－2 ans 
F 2－2.5 ans G 2.5－3 ans H Plus de 3 ans 
⑰ Participez-vous à des cours et des activités sur la culture chinoise？ 
A Oui、parfois B Non, jamais 
⑱ Avez-vous des amis chinois？            A  Oui   B Non 










Avez-vous des propositions à donner à l'Institut Confuçius？Merci de les écrire ci-après : 
                                                           
Merci de votre participation! 
A  Beaucoup   B  Oui   C Je ne sais pas     D Pas beaucoup    E Non      
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